
2021年度事業報告案（業務関連抜粋）    

2022年 4月 13日  

                                         

１．新ガス事業制度定着に向けたフォローアップ 

ガス小売全面自由化後５年目となり、新ガス事業制度は会員事業者に浸透したと思われる。しか

し、経過措置指定団地においてガス事業法改正前に行われた無届の供給地点増加を指摘されたほか、

やはり改正前に行われていた無届の簡易ガス供給が指摘された。これらはガス事業法に対する理解

不足から発生するものと思われるため、次年度以降さらなる対策を講じていく。 

また、年度後半からＬＰガス輸入価格が高騰し、その後のロシアによるウクライナ侵攻を受け輸

入価格は高止まりとなっている。このためか会員事業者から料金改定に関する相談が増加した。 

 

（１） 新事業制度における規制や手続等の周知徹底 

 

①  小売事業者に関する指針や行政報告及び手続等，多種多様な問い合わせ等に対応した。 

②  「１棟の集合住宅に対する複数事業者によるガス供給」につき、法令違反ではないものの、保

安上問題の生じる可能性があるとしてガス市場整備室に申し入れ、ガス市場整備室から関係当局

に対し情報共有をお願いした。 

③  旧一般ガス大手２社の経過措置解除に伴い、法第１４条「供給条件の説明・書面交付」および

法第１５条「書面の交付」に際し交付する書面について当局による精査が行われた。これを受け

コミュニティーガス事業で使用するこれら書面例についても若干の修正を行い、協会ＨＰに掲載

した。 

④  前文に記したとおり、料金改定に関する相談が増加したため、２月にWeb開催された支部講習会

に向け「自由化団地における料金改定について」と題したテキストを作成。講習会で「合理的な

料金改定」について説明したほか、他支部や業務委員会にもテキストを共有した。 

⑤  新ガス事業制度に係る手引書については、(1)定期的な報告書の様式・提出期限、(2)ガス小売

事業に係る申請書および届出書の記入例、(3)新ガス事業制度に関するＱ＆Ａの３部に分けて作

成することとし、(1)については昨年度協会ＨＰに掲載した。(2)については原案の作成は終了し

たが今後当局の確認を受けることとしている。(3)については2021年度中の完成を目指していた

が、液石専業事業者にガス事業法を理解していただくことも考慮し、再度構成を検討し、2022年

中の完成を目指す。 

⑥  2022年度供給計画の記載方法は従前どおりとのことであり、供給計画記載要領に変更はない旨

をホームページに掲載し、周知した。 

⑦  第２四半期の「特別な事後監視」において、「合理的でない」値上げが１件指摘され、事業者

が値上げを撤回することとなった。「特別な事後監視」の対象となっている団地の料金改定に際

しては、「合理的な値上げ」の根拠を明確にし、慎重に対応するよう注意を促した。 

    

（２） 経過措置料金規制が課された団地への継続的な対応支援 

 

①  経過措置料金規制が課された団地については、料金算定等の支援に加え、指定解除のための競

争関係報告の作成などの問い合わせ等に対応した。 

②  2021年8月に提出された2018～20年度の報告では、ガス関係規則附則様式第４（附則第４条関

係）第３表による指定解除条件の充足（①小口需要に係る小売料金の平均単価が３年連続して下

落、かつ②自由料金による契約件数≧約款料金による契約件数）が報告され、パブリックコメン

トを経て、初めてこの条件による指定解除が認められた。 
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２．将来の検証作業に向けた対応 

 

   ２０２１年度中は、ガス事業制度検討ＷＧの開催も２回にとどまり、特段の動きはなかった。２０

３０年を目途とするトランジション期及び２０５０年をターゲットとするカーボンニュートラルの実

現に向け、コミュニティーガスとしても今後何らかの検討・提言を行う必要があると思われる。 

   

７．経営基盤の強化とコミュニティーガス事業のあり方の検討 

 

（１）収益基盤の強化 

 

①  日本ガス体エネルギー普及促進協議会（コラボ）等に参加したが、新型コロナウィルス感染拡

大防止のため、活動は引き続き大幅に制限された。しかしながら、ガス体エネルギーのプレゼ

ンスを高めるべく行動した。引き続きガス体エネルギーそしてコミュニティーガスのアピール

に努める。 

②  ガス需要開発に資するＫＢ＆Ｇコラボ「キッチン・バス売ります宣言」は販売実績の集計を主

たる活動として継続している。 

③  キッチン・バス工業会の「台所・お風呂の川柳」事業に引き続き協賛し認知度向上を図った。 

④  2021年度「第15回ウィズガス全国親子クッキングコンテスト」はコロナウィルス感染拡大を考

慮しレシピコンテストとして開催され、各地区で最優秀に選ばれたレシピの再現動画が作成公

開された。全国大会は中止となり、代わって特設サイト「おウチで親子クッキングチャンネ

ル」を製作、周知を図った。2022年度については2020年度同様中止されることとなった。2023

年度以降の対応については今後の検討課題となっている。 

⑤  国の支援を受けガス業界全体で普及促進を進めているエネファームについては、2020年度で終

了した補助金の代替策の検討状況や販売状況を報告するとともに、災害による停電時の対策と

して注目されているレジリエンス機能等について情報提供を行った。 

⑥  建替・リフォーム時のガス需要確保に資する提案や機器販売促進を図るため、国の支援事業と

なっているＺＥＨ(ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス)について、業界誌などからの事例等や

経済産業省主催の調査発表会の内容等の情報提供を行った。 

 

（２）コミュニティーガス事業の普及促進策の検討 

 

①  認知度向上及び接点強化策としてポスターの製作配布を企画した。今年度は自然災害時のレジ

リエンス性をテーマに制作した。ポスターは年度内に完成したが、支部への配送コスト削減のた

め協会報2022年4月号と同時に支部に配送し、会員への配布時期は支部の判断に委ねることとし

た。次年度以降も「ＳＤＧｓ」や「ＣＮ対応」をテーマに製作配布を継続していく予定。 

② コミュニティーガス事業普及に資する新たなコラボレーションの可能性を求めて、一般社団法人

プレハブ建築協会と意見交換を行った。 

 

 以上 
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総合資源エネルギー調査会 電力・ガス事業分科会 電力・ガス基本政策小委員会 

ガス事業制度検討ワーキンググループ（第19回）審議概要 

 

 

１．日 時 2022年3月7日（月） 12:30～13:45 

２．場 所 オンライン会議 

３．出席者＜委員＞  

山内座長、大石委員、男澤委員、橘川委員、木山委員、草薙委員、小林委員、 

鈴木委員、武田委員、橋本委員、二村委員、又吉委員、松村委員 

松村委員(Web)、山野委員(Web)  

＜オブザーバー＞  

佐藤 美智夫 東京電力エナジーパートナー株式会社 取締役副社長 

戸出  繁 株式会社ＩＮＰＥＸ 国内エネルギー事業本部  ガス事業企画ユニット 

ジェネラルマネージャー 

中島 俊朗 石油資源開発株式会社 常務執行役員、コーポレートコミュニケーショ

ン室担当、経営企画部担当 

早川 光毅 一般社団法人日本ガス協会 専務理事 

冨士元 宏明 ＥＮＥＯＳ株式会社 リソシーズ＆パワーカンパニー ガス事業部長 

＜経済産業省＞  

野田ガス市場整備室長、 他 

 

４．議事次第 

今後のガス政策の在り方をめぐる論点について 

 

５．議事概要  

事務局より資料説明後、自由討議 

議題 ＜今後のガス政策の在り方をめぐる論点について＞ 

⚫  ガス事業を取り巻く環境の構造的変化として、「世界規模での脱炭素化の要請」、「国際

的なLNGの需給構造の変化」、「自然災害等に伴う安定供給懸念」、「デジタル化の推進力」

の4つを踏まえ、今後の検討事項として「ガスシステム改革のさらなる深化」、「ガスのカ

ーボンニュートラル化達成に向けた政策的措置の検討」ということで議論を進めていくこと

としてはどうか。 

⚫  今般、ガス事業制度ワーキンググループの決定における議論を再開するにあたり、昨年6

月以降の国内外のガス事業を巡る環境変化とか、新たなエネルギー基本計画の策定、さらに

は4月1日の大手3社導管部門の法的分離による制度面でのガスシステム改革の節目を迎えた

ところ、今後のガス政策のあり方をめぐる論点をアップデートした上で本ワーキンググルー

プでの議論や、各種施策の推進に当たっていきたいと考え、5つの論点を上げる。 

⑴ 国際的なＬＮＧを取り巻く情勢の変化への対応 

⑵ カーボンニュートラルの実現に向けたガス制度整備 

⑶ 大手三社の導管部門の法的分離等による環境変化 

⑷ ガス小売競争の活性化 

⑸ 地域エネルギー供給等の主役たる地方ガス事業者 
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⚫  第一に「国際的なLNGを取り巻く情勢変化への対応」 

持続可能なガス事業と需要家保護について上流のLNG調達からがガス小売りの料金という

ところまで視野に入れた議論ができればと考えている。 

⚫  第二に「カーボンニュートラルの実現に向けたガスの制度整備」 

エネルギー基本計画において2050年に向けた合成メタンや水素といった新しいガス体エネ

ルギー利用に向けて取り組むこととしており、将来を見据えたガス制度の議論を行っていく。 

⚫  第三に「大手三社の導管部門の法的分離等による環境変化」 

4月1日に大手三社の導管部門の法的分離を予定しており、制度面での変化を踏まえて供給レ

ジリエンスを含めてガス供給ネットワーク事業のあり方について議論をしていきたいと考

えている。 

⚫  第四に「ガス小売り競争の活性化」 

従来からガス卸事業への新規参入の状況には電力ガス小委員会で定期的にフォローアップ

を行っている。本ワーキンググループでも議論してきたスタートアップ卸しのフォローアッ

プを始めとした卸売の状況や代理取次の状況も把握評価をし、需要家利益・選択肢の拡大の

在り方について議論をしていきたいと考えている。 

⚫  第五に「地域エネルギー供給との主役たる地方ガス事業者」 

昨年、取り纏めたガス事業のあり方においても示している地方中小ガス事業者の取り組みと

いうことで、審議会で制度を議論するということではないかもしれないが重要なガス政策の

論点として推進していきたいと考えている。 

 

 委員から 

 メタネーションについて 

⚫  メタネーションは従来の産ガス国の動向に左右されることなく、国内でエネルギーを生み

出し、かつ海外に技術を移転するビジネスにもなり得るので、大変期待ができると思う。 

うまく育てて、世界中でメタネーションをする状況を生み出せることは理想的だと考える。 

⚫  メタネーションに力を入れるのならば、30年の時点でメタネーションをきちんと位置付け

た上で、非常に小さいパーセンテージになるかもしれないけれども義務を設定すべきなので

はないかと考える。 

⚫  元々、合成メタンをつくるための水素を直接利用する技術プロセスも少しあったほうがい

いのではないか。水素というのは、ある意味新しい燃料で、それを活用するメリットという

のは他にたくさんある。例えば、燃焼速度が速いとか、排ガスの量が大きく減るとかといっ

た、これまでに無い特徴があるわけで、革新的技術の促進の芽を摘まないよう数値目標の在

り方が必要だ。 

⚫  メタネーションに対する期待が、委員からも熱く語られたわけだが、実際に基本計画でも

確かにメタネーションというのが多く言及されており、国としても力を入れていくというこ

とが書かれているというのは間違いなく、その方向に進んでいくということも問題ない。 

しかし、これを日本が先導してほしいが、これで何かある種の産業政策のような観点でとい

うようなことについては、もう一度冷静によく考えていただきたい。 

  

ガス小売り競争の活性化 

⚫  電力会社の東北と四国が家庭用のガス小売供給に入っていない。さらに、中国電力と北陸

電力自体は、その免許自体を取ってない。ここの競争は、中心になるのは電力会社のガスへ

の参入なので、それが起きていないのはなぜなのかと、ここがポイントであり多分これは忖

度返し、都市ガス会社側が電力市場に仕返しが怖いからあまり入らない。それに対し、それ
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を受ける形で電力会社がガス市場に入らないというメカニズムになっている。この構造にメ

スを入れない限り根本的な改善はないと考える。また、ガス業界内部のやっぱり電気市場に

対する忖度というのをまずやめることが出発点なのではないかと思う。 

 

  地域エネルギー供給との主役たる地方ガス事業について 

⚫  ガス事業は、電気ももちろん身近なインフラだが、特に一軒一軒お宅を回るというような

こともある。事業者も、どちらかというと地域密着しているので、本当に地域の中で大切な

インフラだと思うし、経済的、社会的にも存在感は、むしろ電気事業者よりも身近なものと

思う。また、信頼される事業者であるということは非常に重要だと思う。都市ガスはもちろ

んだが、プロパンガス等のガスの事業ということで考えると、プロパンガスの事業者の料金

の透明性の問題というのはまだ残っており、直接ここの委員会の範囲ではないが、地域密着

のガス事業と考えるときには、そこも含めてトータルにガス事業は地域の消費者の人たちか

ら信頼されて、きちんと支持されるような形に持っていく必要があると思っている。 

⚫  地方のガス事業者というと、どうしても都市ガスの事業者でもあり、ＬＰも扱っている。

今後、本当に再エネを補完するための地方でのガスの役割ということになると、ＬＰ事業者

も、この委員会に直接関わってはいないが、かなり重要な役割を果たす。そのためにも、ぜ

ひ透明性、公平性を持った事業活動を行っていくことは、同じガスを扱う者としてぜひ頑張

っていただきたい。 

⚫  地域の問題は非常に難しいと思っている。少子高齢化、人口減少といった地域の問題と、

それから都市ガスの市場の問題というのは分けて考えるべきと考る。例えばデジタル技術の

活用が遅れているとか、人材不足だとか、地域技術の導入コストの問題があるとかという地

方の問題、さまざまな問題があるが、そのような問題というのは、地域の問題が原因で起こ

っているのか、あるいは都市ガス市場の問題が原因でそういうことが起きているのか見極め

て、地域のガス事業の在り方を検討するべきと考える。 

 

  オブザーバーから 

⚫  全国平均での新規参入者数やスイッチング率は増加傾向にある一方、旧一般ガス事業者の

エリアごとの新規参入者数やスイッチング率には大きな差が生じている。需要家の利益、選

択肢の拡大のため、エリアによって新規参入状況に差が生じている原因を詳細に分析してい

ただき、ガス小売競争のさらなる活性化のために必要な措置を講じていただくことが今後も

重要と認識している。新規参入者が旧一般ガス事業者との競争性を確保できる価格水準で都

市ガスを調達できるよう、卸取引についての継続的なモニタリングと評価を実施していただ

き、さらなる環境整備をお願いする。 

⚫  地方における地方創生の担い手として、事業基盤である地域の経済循環維持に資する取り

組みや、あるいは脱炭素の担い手として、地方自治体と連携した地域エネルギー会社の立ち

上げなどに積極的に取り組む事業者も増えてきている。地方の事業者の大半は、人口減少、

過疎とか、あるいは他燃料との競合といったことを抱えている中小の事業者であり、こうし

た事業者の取り組みを後押しいただけるような議論や分析がなされることを期待したい。 

 

次回日程、議題については、改めて連絡をする。 

以上 
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（参考）第18回ガス事業制度検討ワーキンググループ（2021年6月1日）資料4より抜粋
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（参考）2050年に向けたガス事業の在り方研究会 中間とりまとめポイント（2021年4月5日）
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今後のガス政策の在り方をめぐる論点について

⚫ ガスを取り巻く国際状況やガス事業を巡る国内の環境変化、更に本年4月1日の大手
３社の導管部門法的分離による制度面でのガスシステム改革の節目を迎えたところ、
今後のガス政策の在り方をめぐる論点として、以下の点があるのではないか。

１．国際的なLNGを取り巻く情勢の変化への対応
◆ LNGを取り巻く国際情勢の変化を踏まえた持続的なガス事業と需要家保護（LNGの開発・調
達、小売自由化を踏まえたガス料金の在り方）

２．カーボンニュートラルの実現に向けたガス制度整備
◆ エネルギー基本計画等を踏まえた制度改正に向けた動き（高度化法・省エネ法等）と水素や合
成メタン等の新しいガス体エネルギーの利用を後押しする制度整備（合成メタン利用時のCO2
排出の扱い等）

３．大手三社の導管部門の法的分離等による環境変化
◆ 法的分離等の環境変化を踏まえた、レジリエンスを含むガス供給ネットワーク・ガス供給事業の在り方

４．ガス小売競争の活性化
◆ 卸売参入や代理・取次の拡大による事業競争促進の状況の評価、それを踏まえた需要家の利
益・選択肢の拡大の在り方

５．地域エネルギー供給等の主役たる地方ガス事業者
◆ バイオガス等の地域エネルギーの地産地消、電気・LPガス等を含むエネルギー・サービスの供給、
地方自治体と連携した地域課題解決等
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１．国際的なＬＮＧを取り巻く情勢の変化への対応 関係
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（参考）第16回石油・天然ガス小委員会（2021年12月22日）資料3より抜粋



6

（参考）第16回石油・天然ガス小委員会（2021年12月22日）資料3より抜粋、一部加工
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（参考）第18回ガス事業制度検討ＷＧ（2021年6月1日）資料5－1より抜粋
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（参考）第18回ガス事業制度検討ＷＧ（2021年6月1日）資料5－1より抜粋
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（参考）第16回石油・天然ガス小委員会（2021年12月22日）資料3より抜粋、一部加工
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（参考）第45回電力・ガス基本政策小委員会（2022年2月25日）資料3－3より抜粋
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（参考）第45回電力・ガス基本政策小委員会（2022年2月25日）資料3－3より抜粋
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（参考）第45回電力・ガス基本政策小委員会（2022年2月25日）資料3－3より抜粋
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（参考）第45回電力・ガス基本政策小委員会（2022年2月25日）資料3－3より抜粋
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２．カーボンニュートラルの実現に向けたガス制度整備 関係



⚫ ガス導管は風雨の影響を受けにくく、耐震性も備えており、自然災害時における供給途絶リスクは低く、早期
復旧も見込まれる。停電対応型のガスコージェネレーションはレジリエンス強化と省エネルギーに資する地域の分
散型エネルギーシステムとしての普及拡大が期待される。 加えて、最近では、遠隔での検針や開閉栓等を実
現するスマートメーターの検討、デジタル技術など新しい安全技術の活用による保安・レジリエンスの向上に向
けた取組が進められている。

⚫ 天然ガスは化石燃料の中でＣＯ２排出量が最も少ないため、燃料転換等によって熱需要の低炭素化に
貢献できる。メタネーション等の技術が確立すれば、既存インフラや設備を利用可能な合成メタン等が天然ガ
スを代替できるようになるため、２０５０年に向けてコストを抑えつつより円滑な脱炭素化への移行が期待で
きる。
水素とＣＯ２から合成（メタネーション）された合成メタンは、都市ガス導管等の既存のインフラや設備を
利用できる。他方、その実用化・低コスト化に向けては、メタネーションの設備大型化や高効率化などの技術
開発を進めていく必要がある。また、一部の地域では水素を利用した電気と熱の供給に向けた取組が進めら
れており、将来的に臨海部等の水素導管を整備した地域で水素供給を行うことなども考えられる。

⚫ クレジットでカーボンオフセットされたＬＮＧの導入や、ＣＯ２の分離・回収及び再利用といったＣＣＵＳ
／カーボンリサイクルに関する技術開発も進められており、２０３０年には、既存インフラへ合成メタンを
１％注入し、その他の手段と合わせてガスの５％をカーボンニュートラル化するとともに、２０５０年には合
成メタンを ９０％注入し、その他の手段と合わせてガスのカーボンニュートラル化を目指す。
供給サイド・需要サイドの民間企業や政府など様々なステークホルダーが連携して取り組むことが重要であること
から、メタネーション推進官民協議会において、技術開発や海外サプライチェーン構築の観点を含め、課題
や対応の方向性について検討を進める。

５．２０５０年を見据えた２０３０年に向けた政策対応
（１０） 化石燃料の供給体制の今後の在り方
⑤ガス供給の在り方
（a）ガスのレジリエンス強化
（b）天然ガスシフトと熱の脱炭素化

15

第６次エネルギー基本計画
（令和3年10月22日閣議決定）より
抜粋、一部加工
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（参考）第３回 グリーントランスフォーメーション推進小委員会/2050年カーボンニュートラルを見据えた次世代
エネルギー需給構造検討小委員会 合同会合（2022年2月14日）資料2より抜粋
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（参考）第6回 経済産業分野におけるトランジション・ファイナンス推進のためのロードマップ策定検討会
（2022年1月27日）資料5より抜粋
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（参考）第6回 経済産業分野におけるトランジション・ファイナンス推進のためのロードマップ策定検討会
（2022年1月27日）資料5より抜粋
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（参考）第１回 グリーントランスフォーメーション推進小委員会/2050年カーボンニュートラルを見据えた次世代
エネルギー需給構造検討小委員会 合同会合（2021年12月16日）資料2より抜粋
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（参考）第6回 経済産業分野におけるトランジション・ファイナンス推進のためのロードマップ策定検討会
（2022年1月27日）資料5より抜粋
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（参考）第13回ガス事業制度検討WG（2020年7月10日）資料７より抜粋
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（参考）第13回ガス事業制度検討WG（2020年7月10日）資料７より抜粋
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３．大手三社の導管部門の法的分離等による環境変化 関係



24

（参考）第18回ガス事業制度検討ＷＧ（2021年6月1日）資料5－1より抜粋
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（参考）分割準備会社に関する各社プレスリリース

出典：各社HPより作成

東京ガスネットワーク株式会社 大阪ガスネットワーク株式会社 東邦ガスネットワーク株式会社

商号 東京ガスネットワーク株式会社 大阪ガスネットワーク株式会社 東邦ガスネットワーク株式会社

所在地 東京都港区海岸一丁目5番20号 大阪市中央区平野町4丁目1番2号 名古屋市熱田区桜田町19番18号

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 野畑 邦夫 代表取締役社長 中村 剛 代表取締役社長 伊藤 克彦

事業内容 ガス導管事業 等 一般ガス導管事業 等 一般ガス導管事業 等

資本金（予定）※ 10,000百万円 6,000百万円 3,000百万円

設立年月日 2021年4月1日 2021年4月1日 2021年4月1日

決算期 3月31日 3月31日 3月31日

大株主および持ち株比率 東京瓦斯株式会社 100％ 大阪ガス株式会社 100％ 東邦ガス株式会社 100％

上場会社と当該会
社との関係

資本関係 当社100％出資の子会社として設立予定 当社100％出資の子会社として設立予定 当社100％出資の子会社として設立予定

人的関係 当社より取締役を派遣予定 当社より取締役を派遣予定 当社より取締役を派遣予定

取引関係 営業を開始していないため、当社との取引
関係なし

営業を開始していないため、当社との取引
関係なし

営業を開始していないため、当社との取引
関係なし

＜分割する事業部門の概要＞※

分割対象事業の売上高 83,678百万円（2021年3月期実績） 52,284百万円（2020年3月期実績） 21,152百万円（2021年3月期）

分割する資産
（2021年3月
31日現在）

固定資産 641,808百万円 327,898百万円（2021年3月31日現在） 163,697百万円（2021年3月31日現在）

流動資産 41,477百万円 49,149百万円（2021年3月31日現在） 6,277百万円（2021年3月31日現在）

合計 683,285百万円 377,048百万円（2021年3月31日現在） 169,974百万円（2021年3月31日現在）

分割する負債
（2021年3月
31日現在）

固定負債 3,132百万円 10,105百万円 17,473百万円

流動負債 48,625百万円 31,116百万円 11,548百万円

合計 51,757百万円 42,222百万円 29,021百万円

※2021年3月の各社発表資料より作成
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４．ガス小売競争の活性化 関係



⚫ ガス事業法に基づく「ガス小売事業」として95者が登録されている。このうち、越境販売を含め、新たに一般家
庭へ供給（予定を含む）しているのは、40者。（2022年1月25日時点）

自由化後の小売事業者の登録状況①

27

・河原実業 ※１
・レモンガス ※１
・サイサン ※１
・イワタニ長野
・赤間商会
・ガスパル ※１
・クリーンガス金沢
・有限会社ファミリーガス
・有限会社神崎ガス工業
・エネックス ※１
・三ツ輪商会
・藤森プロパン商会
・日東エネルギー ※１
・九石プロパンガス
・宮崎商事
・いちたかガスワン ※1
・丸新
・エルピオ ※1
・有限会社久富商店

ＬＰガス事業者（23者）

・朝日ガスエナジー
・岩谷産業
・三菱ケミカル
・テツゲン
・仙台プロパン
・ネクストエネルギー
・上越エネルギーサービス
・東京ガスエンジニアリングソリューションズ
・北陸天然瓦斯興業
・合同資源
・鈴与商事
・鈴興
・富山グリーンフードリサイクル
・甲賀エナジー
・近畿エア・ウォーター
・小倉興産エネルギー
・熊本みらいエル・エヌ・ジー
・日本製鉄
・プログレッシブエナジー
・りゅうせき ※１

旧大口ガス事業者※２（20者）

・ＥＮＥＯＳ ※１
・石油資源開発
・ＩＮＰＥＸ
・三愛石油
・南遠州パイプライン
・エア・ウォーター
・東北天然ガス
・エネロップ
・筑後ガス圧送

旧ガス導管事業者※３（9者）

・東京ガス ※１
・日本ガス ※１
・東彩ガス ※１
・東日本ガス ※１
・北日本ガス ※１

旧一般ガス事業者（8者）

・東北電力
・東京電力エナジーパートナー ※１
・中部電力ミライズ ※１
・関西電力 ※１
・四国電力
・九州電力 ※１
・北海道電力 ※１

電気事業者（7者） その他の事業者（28者）
・日本ファシリティー・ソリューション
・豊富町
・ファミリーネット・ジャパン ※１
・イーレックス ※１
・中央電力 ※１
・CDエナジーダイレクト ※１
・関電エネルギーソリューション
・PinT ※１
・エフビットコミュニケーションズ ※１
・アストマックス ※１
・イーエムアイ ※１
・CSエナジーサービス
・びわ湖ブルーエナジー ※１
・島原Gエナジー ※１
・ひむかエルエヌジー
・アースインフィニティ ※１
・JERA
・テプコカスタマーサービス
・グローバルエンジニアリング ※１
・T&Tエナジー ※１
・東京エナジーアライアンス ※１
・ミツウロコグリーンエネルギー ※１
・伊藤忠エネクス
・エコログ

※１越境販売を含め新たに一般家庭へ供給（予定を含む）
※２旧大口ガス事業者 年間ガス供給量 10万㎥以上の大口需要家へのガスの供給を行う

者で、一般ガス事業者、簡易ガス事業者、ガス導管事業者に該当する者を除いた者
※３旧ガス導管事業者 自らが維持し、及び運用する特定導管により、卸供給及び大口供

給の事業を行う者のうち、一般ガス事業者や簡易ガス事業者に該当する者を除いた者

（注１）旧一般ガス事業者及び旧簡易ガス事業者のうち、みなしガス小売事業者は除く。
（注２）事業譲渡の場合は除く。

・西部ガス佐世保 ※１
・西部ガス長崎 ※１
・西部ガス熊本 ※１

・共和石油販売株式会社
・宮古ガス
・ダイプロ大分販売
・関西ガス

・百一酸素 ※１
・四国セントラルエナジー
・グランデータ ※１
・新居浜LNG

第44回電力・ガス基本政策小委員会（2022年1月25日）資料3-1より抜粋、一部加工
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自由化後の小売事業者の登録状況②

⚫ 一般家庭への供給（予定を含む）を行っている新規参入者は、以下のとおり。（2022年1月25日時点）

（注）〇は複数地域に参入した事業者

法的分離の対象となる特別一般ガス導管事業者の供給区域：

第44回電力・ガス基本政策小委員会（2022年1月25日）
資料3-1より抜粋、一部加工
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⚫ 小売全面自由化後、家庭用では他社への契約変更が増加。（総数は約427万件）。

⚫ 家庭用の販売量における新規小売の割合も増加。

全国の家庭用スイッチング率の推移

他社スイッチング・家庭用販売量における新規小売の状況

29（出所）電力・ガス取引監視等委員会 「ガス取引報」より作成

中部・北陸 18.0

近畿 22.0

全国 16.7

関東 17.6

九州・沖縄 10.3

北海道 1.1
中国・四国 0.0

第44回電力・ガス基本政策小委員会（2022年1月25日）
資料3-1より抜粋、一部加工
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中部･北陸
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九州・沖縄
24.1%

全国 14.4%

近畿 18.8%

関東 13.4%

北海道 1.0%

家庭用の販売量に占める新規小売の割合

※なお、2021年4月に九州・沖縄地域における新規小売の割合が大きく上昇しているのは、西部瓦斯株式
会社の分社化に伴う体制移行による影響であり、市場に大きな変化があったものではない。



⚫ 需要家との接点を持つ大手通信会社等が、電気・ガス小売事業者の代理等として、事業参入する事例あり。

代理取次の参入について

30

各社HPリリースより

＜大手通信会社＞
・KDDI（東電EPの代理）
・ソフトバンク（東電EPの代理）
・楽天モバイル※（東京ガス、東邦ガス、

関西電力の取次）

＜その他＞
・東急パワーサプライ（CDエナジーダイ

レクトの取次）
・USEN（東電EPの取次）
・J：COM（東京ガスの取次）等

※都市ガス事業は楽天エナジーが実施
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（参考）第18回ガス事業制度検討WG（2021年6月1日）資料6より抜粋
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５．地域エネルギー供給等の主役たる地方ガス事業者 関係
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（参考）2050年に向けたガス事業の在り方研究会 中間とりまとめ（2021年4月5日）より抜粋



34

（参考）2050年に向けたガス事業の在り方研究会 中間とりまとめ（2021年4月5日）より抜粋
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（参考）2050年に向けたガス事業の在り方研究会 中間とりまとめ（2021年4月5日）より抜粋
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第45回 電力・ガス基本政策小委員会
（2022年2月25日）における委員の発言
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2月25日の電力・ガス基本政策小委員会における委員コメント①

１．「国際的なLNGを取り巻く情勢の変化への対応」関係

⚫ 国際的なＬＮＧの安価で安定な供給への懸念が大きくなるところ、エネルギーセキュリティの観点
から、調達先の多角化や上流開発の強化などの取組を進めるべき。

２．「カーボンニュートラルの実現に向けたガス制度整備」関係

⚫ 都市ガス事業は、短期的には低炭素化に資するが中長期的な視点に立つと環境変化が求めら
れる産業。安定供給と健全な発展を両立するためにはメタネーションを推進すべきであり、ＣＯ
２カウントのルールなどの制度を整備し脱炭素化への貢献を明確にすべき。

⚫ 都市ガス事業は、トランジション期においては広がりが見える一方でＣＯ２排出削減は必須の命
題。明確な計測方法や法制度の整備が必要で、事業者が安心して取り組める枠組みを整理す
るべき。

⚫ エネルギー消費の約４分の３を占めるのは化石燃料などの熱エネルギーであり、トランジションに貢
献するエネルギーとして、都市ガスの低廉化・安定供給・脱炭素化に向けた対応は重要。

⚫ 各種の主要な戦略にもガス分野の脱炭素化する手段として水素やメタネーションの活用が位置付
けられている。高度化法・省エネ法・温対法などの国内制度や国際ルールへの合成メタンの位置
付けの明確化をはじめ、事業の予見性確保や技術の早期実現・拡大に繋がる制度検討が必
要。
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2月25日の電力・ガス基本政策小委員会における委員コメント②

３．「大手三社の導管部門の法的分離等による環境変化」関係

⚫ ガス供給ネットワークは安定供給や災害時のレジリエンスの観点で重要な役割を担ってきた社会
資本である。今後カーボンニュートラルに向けて必要なコストを社会全体でどう負担するべきか議
論する必要がある。

５．「地域エネルギー供給等の主役たる地方ガス事業者」関係

⚫ 電気事業と比較し規模が小さく地域エネルギーとして地域密着型で事業を行うことも多い。自治
体と連携し地方創生に貢献する好事例を参考にしながらガス事業の在り方を検討すべき。


